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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．上記売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

３．第37期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．第37期第３四半期連結累計期間及び第38期第３四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を記載しておりませ

ん。また、第37期については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を記

載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期

第３四半期 
連結累計期間 

第38期
第３四半期 
連結累計期間 

第37期 

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日 

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  138,022  140,674  214,130

経常損益（△は損失）（百万円）  △3,271  △2,780  3,879

四半期（当期）純損益 

（△は損失）（百万円） 
 △2,671  △1,614  911

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △2,627  △1,796  1,095

純資産額（百万円）  40,127  40,992  43,849

総資産額（百万円）  112,860  112,239  115,786

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）（円） 
 △40.31  △24.35  13.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  35.5  36.5  37.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △10,431  △4,164  3,273

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,943  △3,361  △3,336

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △917  △1,127  △963

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 19,231  23,921  32,531

回次 
第37期

第３四半期 
連結会計期間 

第38期
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日 

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日 

１株当たり四半期純損失金額 (△)

（円） 
 △3.21  △3.50
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 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

＜新築事業＞ 

 平成23年４月に連結子会社である三井ホームコンポーネント㈱と連結子会社であった三井ホームコンポーネント関

西㈱及び九州ツーバイフォー㈱の３社が、合併により統合しました。 

＜リフォーム・リニューアル事業＞ 

 平成23年４月に連結子会社であった三井ホームリモデリング㈱の発行済株式の一部を親会社である三井不動産㈱に

譲渡したことにより、三井ホームリモデリング㈱は、持分法適用関連会社となりました。 

＜賃貸管理事業＞ 

 主要な関係会社の異動はありません。  

＜その他＞  

 主要な関係会社の異動はありません。 

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

(1) 業績の状況  

 当第３四半期連結累計期間の業績は、次のとおりであります。 

  

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災の影響から一部回復の兆しが見られましたが、欧州の

財政不安などを背景とした海外景気の下振れや急激な円高進行、長引くデフレの影響や雇用情勢の悪化懸念が依然

として残っていることから、先行き不透明な状況が続きました。  

住宅業界におきましては、住宅ローンの低金利や政策支援が引き続き下支えとなり、一定の効果はあったもの

の、雇用・所得環境に対する先行き不安が残っていることなどから、本格的な需要の回復には至りませんでした。 

このような事業環境の中で、当社グループは、環境仕様を標準設定した新商品「green's」（グリーンズ）のほ

か、オリジナルの新技術「Ｇウォール構法」を採用した新商品「Gran Free」（グランフリー）などを中心に、商

品の競争力を活かした営業施策の実施、ブランド力の向上を目的とした積極的な広告展開、施設系建築物に関する

事業機会の拡大を目的とした体制強化、三井不動産グループ各社との連携を図ることなどにより、営業情報量と受

注の拡大に注力しました。また、ストック事業のさらなる拡大に向け、三井ホームオーナーに対するサービスの拡

充に努めるとともに、引き続きグループ全体でのコストダウン推進などにより、収益力の向上に注力しました。  

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、三井ホームリモデリング㈱が連結子会社から持分法適用関連会

社となった影響があるものの、新築事業において期首受注残高が前年を上回っていたことや棟単価が上昇したこと

などにより、売上高は、1,406億７千４百万円（前年同期比1.9％増）となり、営業損失は、26億８千８百万円（前

年同期比５億３千万円の改善）、経常損失は、27億８千万円（前年同期比４億９千１百万円の改善）となりまし

た。また、三井ホームリモデリング㈱の株式譲渡に伴う関係会社株式売却益25億８千万円を特別利益として計上し

たことにより、四半期純損失は16億１千４百万円（前年同期比10億５千７百万円の改善）となりました。  

なお、「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措

置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度から

法人税率等が変更される影響により、当第３四半期連結累計期間の四半期純損失が５億５千万円増加しておりま

す。 

また、当社グループでは第４四半期連結会計期間に完成する建築請負工事の割合が大きいため、第３四半期連結

累計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占める割合が相対的に低くなっております。   

    

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

    当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率） 

売上高（百万円）  140,674  138,022 ＋  2,652 （＋ ％） 1.9

営業利益（百万円）  △2,688  △3,218 ＋  530 （ ） －

経常利益（百万円）  △2,780  △3,271 ＋  491 （ ） －

四半期純利益（百万円）  △1,614  △2,671 ＋  1,057 （ ） －

- 3 -



 報告セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

（注）各セグメントの売上高は、外部顧客に対する売上高を記載しております。 

  

①新築事業 

 建築請負において、期首受注残高が前年を上回っていたことや棟単価が上昇したことなどにより、売上高は、

1,036億２千８百万円（前年同期比6.1％増）となり、営業損失は、15億６千１百万円（前年同期比７億５千３百

万円の改善）となりました。 

  

＜売上高の内訳＞ 

  

＜受注状況＞ 

（注）受注高は、「建築請負」については期中受注工事高、「不動産分譲」については期中契約高を記載してお

ります。  

  

       

当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減 

売上高 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

売上高 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

売上高 

（百万円） 

営業利益 

（百万円）

新築  103,628  △1,561  97,631  △2,314 ＋  5,997 ＋  753

リフォーム・リニューアル  14,793  14  21,747  332  △6,954  △317

賃貸管理  13,224  575  12,662  506 ＋  562 ＋  68

その他  9,028  263  5,980  104 ＋  3,047 ＋  159

調整額  －  △1,980  －  △1,846  －  △133

合計  140,674  △2,688  138,022  △3,218 ＋  2,652 ＋  530

    当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率） 

建築請負（百万円）  87,487  79,884 ＋  7,602 （＋ ％） 9.5

不動産分譲（百万円）  4,120  4,156  △35 （ ％） △0.9

その他関連収益（百万円）  12,020  13,590  △1,569 （ ％） △11.6

合計（百万円）  103,628  97,631 ＋  5,997 （＋ ％） 6.1

       当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高 

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高

（百万円） 

建築請負  98,906  98,959  98,450  100,993 ＋  456  △2,033

不動産分譲  4,197  905  3,863  992 ＋  333  △86

合計  103,103  99,865  102,313  101,985 ＋  790  △2,119
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②リフォーム・リニューアル事業 

 住宅リフォームにおいて三井ホームリモデリング㈱が連結子会社から持分法適用関連会社となった影響及びオ

フィス・商業施設リニューアルにおいて店舗・ホテル等の売上が減少したことにより、売上高は、147億９千３

百万円（前年同期比32.0％減）となり、営業利益は、１千４百万円（前年同期比95.6％減）となりました。  

  

＜売上高の内訳＞ 

  

＜受注状況＞ 

（注）受注高は、期中受注工事高を記載しております。 

  

③賃貸管理事業 

 賃貸管理戸数が順調に増加したことにより、売上高は、132億２千４百万円（前年同期比4.4％増）となりまし

た。また、販管費が減少したことなどにより、営業利益は、５億７千５百万円（前年同期比13.6％増）となりま

した。  

  

＜管理戸数＞ 

   

④その他 

 平成23年１月に三井ホームコンポーネント㈱とホームマテック㈱が合併し、平成23年４月に三井ホームコンポ

ーネント㈱と三井ホームコンポーネント関西㈱及び九州ツーバイフォー㈱が合併しております。当該合併による

組織再編により、従来から「その他」に区分されていた旧ホームマテック㈱の事業と同社以外の３社が取り扱っ

ていた当社グループ外への構造材・建材販売が事業部門として統合されました。販売棟数の増加に加えて統合の

影響もあり、当セグメントの売上高は、90億２千８百万円（前年同期比51.0％増）となり、営業利益は、２億６

千３百万円（前年同期比153.2％増）となりました。  

  

    当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率） 

住宅リフォーム（百万円）  9,129  15,293  △6,163 （ ％） △40.3

オフィス・商業施設（百万円）  5,579  6,306  △727 （ ％） △11.5

その他関連収益（百万円）  84  147  △62 （ ％） △42.7

合計（百万円）  14,793  21,747  △6,954 （ ％） △32.0

       当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高 

（百万円） 

受注高 

（百万円） 

期末受注残高

（百万円） 

住宅リフォーム  10,181  3,257  17,302  6,858  △7,121  △3,600

オフィス・商業施設  6,980  2,256  6,562  1,930 ＋  418 ＋  325

合計  17,162  5,513  23,864  8,788  △6,702  △3,275

    当第３四半期末 前第３四半期末 前期末 

三井ホーム施工物件（戸）  15,743  15,316  15,624

他社施工物件（戸）  10,877  10,468  10,501

合計（戸）  26,620  25,784  26,125
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ86億１千万円減少し、239億２千１百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、41億６千４百万円（前年同期比62億６千６百万円減）となりました。当社グ

ループでは、建築請負工事の売上高が第４四半期連結会計期間に偏ることから、第３四半期連結累計期間の売上

高の連結会計年度の売上高に占める割合が相対的に低くなり、また第３四半期連結会計期間末の受注残高が前連

結会計年度末より増加します。このため、税金等調整前四半期純損失の計上と工事代金の支払等により使用する

資金が、獲得資金を上回る傾向にあります。当第３四半期連結累計期間におきましても、この傾向にあり、関係

会社株式売却益25億８千万円控除後の税金等調整前四半期純損失の計上33億９千４百万円、未成工事支出金の増

加86億２千７百万円及び仕入債務の減少18億７千３百万円等により、使用資金が獲得資金を上回りました。ま

た、前第３四半期連結累計期間と比較して使用資金が減少した主な要因は、土地つなぎ融資の取扱いが減少した

こと、及び三井ホームリモデリング㈱が連結子会社から持分法適用関連会社となった影響により工事代金の支払

が減少したことなどであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、33億６千１百万円（前年同期比４億１千７百万円増）となりました。主なも

のは、展示用建物等の有形固定資産の取得24億４千２百万円であります。なお、「連結の範囲の変更を伴う子会

社株式の売却による支出」による資金の減少２億１千７百万円は、三井ホームリモデリング㈱が連結子会社から

持分法適用関連会社となったことに伴う現金及び現金同等物の減少35億７千７百万円が、同社株式の譲渡価額33

億６千万円を上回ったことによるものであります。 

   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、11億２千７百万円（前年同期比２億９百万円増）となりました。主なもの

は、配当金の支払10億５千４百万円であります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動  

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、３億１千７百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 従業員数 

 当第３四半期連結累計期間において、「リフォーム・リニューアル」の従業員数は、前連結会計年度末より182

名減少し、当第３四半期連結会計期間末において、297名となっております。これは、主に平成23年４月に三井ホ

ームリモデリング㈱の発行済株式の一部を三井不動産㈱に譲渡したことに伴い、同社が連結子会社から持分法適用

関連会社となったためであります。 

 なお、従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であります。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  187,000,000

計  187,000,000

種類 
第３四半期会計期間末  
現在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成24年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  66,355,000  66,355,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

1,000株であり

ます。 

計  66,355,000  66,355,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金
増減額 

（百万円） 

資本金
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年10月１日～

平成23年12月31日 
－  66,355 －  13,900 －  3,475

（６）【大株主の状況】

- 7 -



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含ま

   れております。 

     ２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が668株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

  該当事項はありません。 

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式        71,000
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式   66,112,000  66,112 同上 

単元未満株式 普通株式       172,000 － － 

発行済株式総数  66,355,000 － － 

総株主の議決権 －  66,112 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有  
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三井ホーム株式会社 
東京都新宿区西新宿 

２－１－１ 
 71,000  －  71,000  0.10

計 －  71,000  －  71,000  0.10

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,631 7,021

受取手形及び売掛金 5,050 5,807

完成工事未収入金 3,982 1,423

リース投資資産 1,578 1,466

有価証券 － 14

未成工事支出金 9,670 17,758

販売用不動産 4,366 5,828

仕掛販売用不動産 718 785

商品及び製品 1,233 1,469

仕掛品 190 160

原材料及び貯蔵品 1,324 1,716

営業立替金及び営業貸付金 9,683 7,249

関係会社預け金 28,000 17,000

その他 7,608 8,071

貸倒引当金 △723 △709

流動資産合計 77,316 75,062

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,732 9,634

土地 12,767 12,578

その他（純額） 2,072 2,144

有形固定資産合計 24,572 24,357

無形固定資産   

その他 1,694 1,407

無形固定資産合計 1,694 1,407

投資その他の資産   

その他 12,544 11,696

貸倒引当金 △340 △285

投資その他の資産合計 12,203 11,411

固定資産合計 38,469 37,176

資産合計 115,786 112,239
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 15,823 12,210

買掛金 12,668 13,374

短期借入金 138 58

未払法人税等 894 470

未成工事受入金 13,371 19,147

完成工事補償引当金 1,403 1,328

東日本大震災調査巡回引当金 358 1

資産除去債務 158 116

その他 14,770 12,180

流動負債合計 59,587 58,888

固定負債   

退職給付引当金 8,102 8,587

役員退職慰労引当金 193 167

資産除去債務 529 524

その他 3,523 3,079

固定負債合計 12,348 12,358

負債合計 71,936 71,246

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,900 13,900

資本剰余金 14,145 14,145

利益剰余金 30,208 27,517

自己株式 △41 △41

株主資本合計 58,213 55,522

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 187 171

繰延ヘッジ損益 3 2

土地再評価差額金 △14,514 △14,678

為替換算調整勘定 △39 △24

その他の包括利益累計額合計 △14,364 △14,530

純資産合計 43,849 40,992

負債純資産合計 115,786 112,239

- 11 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 138,022 140,674

売上原価 105,666 107,450

売上総利益 32,355 33,224

販売費及び一般管理費 35,574 35,912

営業損失（△） △3,218 △2,688

営業外収益   

受取利息 52 58

保険配当金 104 93

その他 104 80

営業外収益合計 262 233

営業外費用   

支払利息 2 5

持分法による投資損失 110 157

為替差損 140 112

その他 60 49

営業外費用合計 314 325

経常損失（△） △3,271 △2,780

特別利益   

関係会社株式売却益 － 2,580

特別利益合計 － 2,580

特別損失   

固定資産除却損 189 217

固定資産売却損 － 136

投資有価証券評価損 － 20

事務所移転費用 54 77

退職給付費用 － ※1  163

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 439 －

特別損失合計 684 614

税金等調整前四半期純損失（△） △3,955 △813

法人税等 △1,283 800

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,671 △1,614

四半期純損失（△） △2,671 △1,614
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,671 △1,614

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 64 △15

繰延ヘッジ損益 △25 △1

為替換算調整勘定 5 15

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

土地再評価差額金 － △180

その他の包括利益合計 44 △182

四半期包括利益 △2,627 △1,796

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,627 △1,796
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △3,955 △813

減価償却費 2,718 2,521

投資有価証券評価損益（△は益） － 20

貸倒引当金の増減額（△は減少） △68 △49

退職給付引当金の増減額（△は減少） 206 1,135

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 439 －

受取利息及び受取配当金 △54 △65

支払利息 2 5

関係会社株式売却損益（△は益） － △2,580

売上債権の増減額（△は増加） 1,628 1,504

リース投資資産の増減額（△は増加） 202 112

営業立替金及び営業貸付金の増減額（△は増加） △882 2,434

未成工事支出金の増減額（△は増加） △11,169 △8,627

販売用不動産の増減額（△は増加） 825 △1,528

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,352 △659

仕入債務の増減額（△は減少） △3,596 △1,873

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,940 7,081

その他 △2,136 △1,752

小計 △9,252 △3,135

利息及び配当金の受取額 56 66

利息の支払額 △2 △5

法人税等の支払額 △1,231 △1,090

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,431 △4,164

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,530 △2,442

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ △217

短期貸付金の純増減額（△は増加） △265 △94

その他 △147 △607

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,943 △3,361

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 142 △67

配当金の支払額 △1,054 △1,054

その他 △6 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △917 △1,127

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 43

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,312 △8,610

現金及び現金同等物の期首残高 33,544 32,531

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  19,231 ※  23,921
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

(1) 連結の範囲の重要な変更 

 第１四半期連結会計期間より、連結子会社であった三井ホームリモデリング㈱については、平成23年４月に当社が

保有する株式の ％を親会社である三井不動産㈱に譲渡し、議決権の所有割合が ％となったため、連結の範囲から

除外しております。   

  

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

 第１四半期連結会計期間より、連結子会社であった三井ホームリモデリング㈱については、平成23年４月に当社が

保有する株式の ％を親会社である三井不動産㈱に譲渡し、議決権の所有割合が ％となったため、持分法適用の範

囲に含めております。   

70 30

70 30

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第

19項の規定により、「中間財務諸表等における税効果会計に関する実務指

針」第12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率の引下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産が530百万円減少したことによ

り、法人税等が同額増加し、一部の持分法適用関連会社において法人税等が増加したことにより、持分法による投資損

失が20百万円増加しております。また、再評価に係る繰延税金資産が180百万円減少したことに伴い、同額を土地再評

価差額金に振り替えたことにより、土地再評価差額金が同額減少し、その他有価証券の評価差益に対する繰延税金負債

が13百万円減少したことにより、その他有価証券評価差額金が同額増加しております。 

- 15 -



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成23年12月31日） 

偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

被保証者 
保証金額 
（百万円） 

被保証債務の内容

住宅ローン利用者 
（注）      3,938

住宅ローンの金融
機関に対する保証 

被保証者
保証金額 
（百万円） 

被保証債務の内容

住宅ローン利用者
（注）  3,606

住宅ローンの金融
機関に対する保証 

（注）保証残高相当額の担保を設定しております。 （注）保証残高相当額の担保を設定しております。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

────── 

  

  

  

  

  

 当社グループは、通常の営業の形態として、第４四半期

連結会計期間に完成する工事の割合が大きいため、第３四

半期連結累計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占め

る割合は相対的に低くなっております。 

※１ 退職給付費用は、当第３四半期連結会計期間におい

て、連結子会社である三井ホームコンポーネント㈱

の退職給付制度に、合併消滅会社である三井ホーム

コンポーネント関西㈱及び九州ツーバイフォー㈱の

退職給付制度を統合したことに伴い発生した過去勤

務債務の一括処理額等であります。 

 ２          同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定   百万円7,331

預入期間が３か月を超える定期預金   百万円△100

関係会社預け金勘定   百万円12,000

現金及び現金同等物 百万円19,231

  （平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定   百万円7,021

預入期間が３か月を超える定期預金   百万円△100

関係会社預け金勘定 百万円17,000

現金及び現金同等物 百万円23,921
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日 

定時株主総会 
 普通株式  530  8 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金 

平成22年10月26日 

取締役会  
 普通株式  530  8 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 

定時株主総会 
 普通株式  530  8 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金 

平成23年10月27日 

取締役会  
 普通株式  530  8 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」は、主に当社グループ外への構造材・建材販売事業であります。  

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,846百万円には、セグメント間取引消去△104百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,742百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。  

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」は、主に当社グループ外への構造材・建材販売事業であります。なお、三井ホームコンポーネン

ト㈱とホームマテック㈱、三井ホームコンポーネント関西㈱及び九州ツーバイフォー㈱の合併による組織再

編により、従来から「その他」に区分されていた旧ホームマテック㈱の事業と同社以外の３社が取り扱って

いた当社グループ外への構造材・建材販売が事業部門として統合された影響もあり、売上高及びセグメント

利益が前第３四半期連結累計期間と比較して増加しております。  

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,980百万円には、セグメント間取引消去△86百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,894百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。  

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

４．「新築」のセグメント間の内部売上高は、三井ホームコンポーネント㈱とホームマテック㈱が平成23年１月

に合併したことに伴い、前第３四半期連結累計期間と比較して大幅に減少しております。 

５．「リフォーム・リニューアル」に含まれていた三井ホームリモデリング㈱の発行済株式の一部を平成23年４

月に三井不動産㈱に譲渡したことに伴い、同社は、連結子会社から持分法適用関連会社となっております。

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  新築 
リフォーム
・リニュー 
アル 

賃貸管理
その他
(注)１  

調整額 
(注)２  

四半期連結
損益計算書
計上額 

(注)３  

売上高                                    

(1)外部顧客への売上高  97,631  21,747  12,662  5,980  －  138,022

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
 5,109  590  61  700  △6,461  －

計  102,741  22,337  12,724  6,680  △6,461  138,022

セグメント利益又は損失（△）   △2,314  332  506  104  △1,846  △3,218

  
新築 
(注)４  

リフォーム
・リニュー 
アル 

(注)５ 

賃貸管理
その他
(注)１  

調整額 
(注)２  

四半期連結
損益計算書
計上額 

(注)３  

売上高                                    

(1)外部顧客への売上高  103,628  14,793  13,224  9,028  －  140,674

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
 693  717  65  1,188  △2,665  －

計  104,322  15,510  13,290  10,216  △2,665  140,674

セグメント利益又は損失（△）   △1,561  14  575  263  △1,980  △2,688
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 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

平成23年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 中間配当による配当金の総額                530百万円 

 １株当たりの金額                        ８円 

 支払請求の効力発生日及び支払開始日                平成23年12月５日  

 （注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △40 31 円 銭 △24 35

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △2,671  △1,614

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）  

（百万円） 
 △2,671  △1,614

普通株式の期中平均株式数（株）  66,285,521  66,283,407

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井ホーム株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井ホーム株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
   

以 上

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月13日

三井ホーム株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柿沼 幸二   印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小倉 加奈子  印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 田嶋 俊朗   印 

  （注）１．上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したも

のであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。  

        ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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